
 

 

 

 

令和８年度における市税収入（当初実収見込額）は、9,779億円としました。 

令和８年度 

市税実収見込額 

（税目構成） 

注：（）内は構成比

令和８年度 令和７年度 令和７年度当初 
見込額との比較 

令和７年度決算 

見込額との比較 

当 初 

見込額 

a

当 初 

見込額 

b 

決 算 

見込額 

c 

差引 

a-b 

増減率 

(a-b)/b 

差引 

a-c 

増減率 

(a-c)/c 

市 税 合 計 9,779 9,459 9,537 320 3.4 242 2.5 

市 民 税 5,500 5,262 5,330 238 4.5 170 3.2 

個 人 市 民 税 4,863 4,711 4,695 152 3.2 168 3.6 

法 人 市 民 税 637 551 635 86 15.6 2 0.2 

固 定 資 産 税 3,134 3,073 3,080 61 2.0 54 1.8 

都 市 計 画 税 676 664 663 12 1.7 13 1.9 

そ の 他 469 459 463 10 2.1 6 1.2 

* 数値は端数処理の関係で、合計等が合わないことがあります。

【市税実収見込額】
（単位：億円、％） 

都市計画税 

676億円（6.9％） 

その他 469億円（4.8％） 

【内訳】 

市たばこ税 231億円 

事業所税 202億円 

軽自動車税 35億円 

入湯税 0.9億円 

土地 1,288億円 

家屋 1,410億円 

償却資産等 436億円 

法人市民税 

637億円※（6.5％） 

個人市民税 

4,863億円※ 

 （49.7％） 

固定資産税

3,134億円

（32.1％） 

市税合計

9,779億円

（100.0％） 

令和８年度　市税収入 

※ 個人市民税、法人市民税に

は、「横浜みどり税（市民税均

等割超過課税）」が含まれて

います。

合計 30億円 

[個人 19億円] 

[法人 11億円] 



最近の市税収入の動向 

 令和８年度市税実収見込額（9,779億円）は、令和７年度決算見込額（9,537億円）に比べ

て242億円（2.5％）の増収を見込んでいます。 

* H30年度に個人市民税において、県費負担教職員本市移管に伴う税源移譲が行われました。

年度 市税計 個人 

市民税 

法人 

市民税 

固定 

資産税 

R４年度 284 116 49 84 

R５年度 190 90 19 64 

R６年度 74 ▲93 71 76 

R７年度 600 470 42 72 

R８年度 242 168 2 54 

■令和８年度市税実収見込額の増減理由（令和７年度決算見込額との比較）

令和８年度市税実収見込額は、令和７年度決算見込額と比べて、242億円の増収をみこんでい

ます。主な税目の増減理由は次のとおりです。 

○ 個人市民税…給与の引き上げによる１人当たり収入金額の増に伴う給与所得の増などに

より、168億円の増収 

※ ふるさと納税の税収影響額（減収額）▲373億円（令和７年度決算見込額▲338億円）

○ 法人市民税…企業収益の増により、2億円の増収

○ 固定資産税…土地の地価上昇の影響や家屋の新増築による増などにより、54億円の増収

■市税収入額の前年度比増減（億円） 

市 税 実 収 額 の 推 移 

* 表中の数字は、前年度決算額との差額です。 

（ただし、R７年度は R６年度決算額と R７年

度決算見込額との差額、R８年度は R７年度決

算見込額と R８年度当初実収見込額との差額

となっています。） 
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